
介護職員処遇改善加算の各要件について 

各要件に対する当社の取り組みは以下のとおりである。 

 

要件１、要件３について 

 職員の職位等に応じた要件と各職位の職務内容に応じた賃金体系を定めた「賃金規定」を策定、

事業所に備え付けており、全ての職員がいつでも閲覧可能な状態である。 

 

要件２について 

会社においては運営規定に定める「採用時研修」「虐待防止に関する研修」「権利擁護に関する研

修」「認知症ケアに関する研修」「介護予防に関する研修」を行い、受講後は復命書をもって研修の

効果測定、及び評価を行う。また、各従業員の個別の研修や資格取得等においては「従業員の教

育・研修・資格取得等に関する規定」に定めるとおり、シフト・勤務時間調整等の支援を行う。 

 

要件４について 

 改善後、賃金が既定の年額 440 万円を超える見込みの職員は、令和 8 年 4 月現在１名該当する。 

 

要件５について 

 訪問介護事業所において、特定事業所加算 1 を算定できる体制を整えている。 

 

職場環境等要件について 

 

⚫ 入職促進に向けた取組 

➢ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施 

  地域の催事への参加を積極的に行い、介護に興味のある人材を積極的に受け入れられる

ような情報提供、情報収集を行う。また、介護の質の向上を通して介護職に魅力を感じて貰

うように研修等を行う他、就労環境の改善を図っていく。 

➢ 事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修の為の制度構築 

  人事・採用などに関わる業務の一部についてアウトソーシングをすることによって、事業

者の垣根を超えた人事・採用・研修制度を構築する予定である。 

➢ 他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の

仕組みの構築 

  Web サイトや求人サイト等を利用して、上記のような人材も幅広く募集している。 

 

⚫ 資質の向上やキャリアアップに向けた支援 

➢  働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介

護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職

員に対するマネジメント研修の受講支援等 



  受講の支援策として、「従業員の教育・研修・資格取得等に関する規定」に定めるとおり

シフト・勤務時間調整等の支援を行う。 

➢ エルダーメンター制度等の導入 

  現在、人事不足により、先輩職員が面倒を見るといった体制を取りにくいが、今年度を目

途に人事業務の一部アウトソーシングによってできた時間を、新入職者へのケアに充てる

ことが出来る見込みである。 

 

⚫ 両立支援・多様な働き方の推進 

➢  子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児

施設の整備 

  育児休業、介護休業、子の看護休暇、及び短時間勤務制度を就業規則にて整備、子供を

預けている従業員や親の介護が必要な従業員等、各人の事情に応じて柔軟な労働条件を提

示して契約を行っている。 

➢ 有給休暇の取得促進のため、情報共有や複数担当制により業務の属人化の解消、業務の偏りの

解消を行っている。 

  SNS などを利用した情報共有のほか、常勤職員が副担当として着くことで、有給休暇の

取得が出来る体制をとっている。 

 

⚫ 腰痛を含む心身の健康管理 

➢  短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設

置等健康管理対策の実施 

  事業所内の休憩室にベッドやマッサージ器を設置、従業員が使用できるようになってい

る。また、全従業員に対し健康診断を就業規則にて義務付けている。 

➢  職員の負担軽減のための介護技術の習得支援、職員に対する腰痛対策の研修、管理者に対する

雇用管理改善の研修等の実施 

  職員の介護技術を高めるための研修にボディメカニクスをうまく活用する方法を取り入

れ、腰痛などの防止を行っている。 

➢ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 

  緊急時対応研修を行うとともに、事故・ハラスメントを始めとするトラブル発生時の指針

などを整備し、年度末にはケース検討を行っている。 

 

⚫ 生産性向上のための業務改善の取組 

➢  厚生労働省が示している、「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築を

行っている。 

  抜本的な業務改善に向けた意見集約を行い、課題解決に向けて動くプロジェクトチーム

の立ち上げを予定している。 

➢  タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導

入による業務量の縮減 



 介護ソフトの活用により、業務量の削減を図っている。 

➢  業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減 

  上記共に、介護記録を容易に作成できるような介護ソフトウェアを導入。事務作業の負担

を軽減していたが、使いづらさ等の課題があったため、改善することを予定している。 

➢  業務内容の明確化と役割分担を行い職員がケアに集中できる環境を整備。特に間接業務があ

る場合は、いわゆる介護助手等の活用や外注等で担うなど、役割の見直しやシフトの組み換え等

を行う 

  特に複雑な事務的作業については専門の職員が社内ヘルプデスクとして集約して行う等

により、役割分担を行い、職員がケアに集中できる環境を整備した。 

➢ 各種委員会の共同設置、各種指針の共同策定、物品の共同購入等の事務処理部門の集約、共同で

行う ICT インフラの整備、人事管理システムや福利厚生システムの共通化等、協働化を通じた

職場環境の改善に向けた取り組み 

  BCP や研修などを共通化し、効率化を図るとともに、事務機能を集約することで職場環

境の改善を図っている。 

 

⚫ やりがい・働きがいの醸成 

➢  ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを

踏まえた勤務環境やケア内容の改善 

  ミーティングや SNS によってこまめに意見交換をすることで、介護職員の気が付いた点

を拾い上げ、共有することによって更に新たな気付きを見つけ、ケアの改善につなげていく

環境を構築している。 

➢ ケアの好事例や利用者やその家族からの謝意などの情報を共有する機会の提供 

  利用者などから喜ばれた事例などの共有は、SNS などを通じ必ず行い、感謝の手紙など

が送られてきた場合には、一定期間事務所などに掲示している。 


